
ＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業

要求水準書（案）の一部変更について

平成１６年９月２７日

京 都 府

平成１６年８月５日公表の要求水準書（案）について、以下のとおり一部変更を行います。
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要求水準書（案）新旧対照表

頁 旧 新

２ 第１ 総則 第１ 総則
１ 事業内容に関する事項 １ 事業内容に関する事項

（５）事業の範囲 （５）事業の範囲

ア 施設整備業務 ア 施設整備業務

(ｱ)建設前に行われる以下の業務 (ｱ)建設前に行われる以下の業務

・以下の解体、除却業務（Ⅰ期工事部分を除く） ・以下の解体、除却業務（Ⅰ期工事部分を除く）
府営住宅用地内の既存その他施設（外構、付属施設、道路） 府営住宅用地内の既存その他施設（外構、附帯施設等、道路）

・地主への返還用地の原状回復 ・地主への返還用地 別紙５に示す 解体除却返還敷地① 及び 解（ 「 」 「

体除却返還敷地② ）の原状回復」

(ｲ)Ⅱ期エリア、Ⅲ期エリアの建設に係る以下の業務 (ｲ)Ⅱ期エリア、Ⅲ期エリアの建設に係る以下の業務

・本事業への国庫補助金申請書類等の作成支援業務 ・本事業への国庫補助金申請書類等の作成支援業務

（国庫補助対象部分の公営住宅法上の面積算定表及び国庫補助金

の算出用積算書等の作成等）

・関連施設の整備（付属施設、外構、インフラの引込、接続） ・関連施設の整備（附帯施設等、外構、インフラの引込、接続）

ア 施設整備業務 ア 施設整備業務３

(ｲ)Ⅱ期エリア、Ⅲ期エリアの建設に係る以下の業務 (ｲ)Ⅱ期エリア、Ⅲ期エリアの建設に係る以下の業務

・事業敷地内の施設等移管及び団地敷地の確定に必要な用地測量 ・事業敷地内（府営住宅敷地及び地主への返還用地等を含めた本事

等 業に係るすべての部分）の施設等移管（敷地内通路を除く）及び

団地敷地の確定に必要な用地測量等

イ 維持管理業務 イ 維持管理業務

・屋外付帯施設保守管理 ・附帯施設等保守管理

５ 第２ 各業務に関する要求水準 第２ 各業務に関する要求水準

１ 施設整備業務に関わる要求水準 １ 施設整備業務に関わる要求水準

（１）基本要求水準 （１）基本要求水準

ウ Ⅰ期住宅との調和について ウ Ⅰ期住宅との調和について

(ｲ)住戸の整備内容については、Ⅰ期住宅との公平性について配慮す (ｲ)住戸の整備内容については、各住棟住戸内のグレード・設備水準

ること。 について、利便性、機能性がⅠ期住宅と著しい格差が生じないよ

う配慮すること。

５ （２）府営住宅に関する要求水準 （２）府営住宅に関する要求水準

イ 住宅性能評価の取得 イ 住宅性能評価の取得

(ｱ)要求性能 (ｱ)要求性能

・要求する性能は、別紙３に掲げる表示以上とすること。 ・要求する性能は、別紙３に掲げる等級以上とすること。
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頁 旧 新

（ ）５ ・住宅棟と合築する場合の付帯事業については、別途、府と協議 ・住宅棟と合築する場合の付帯事業 附帯施設等との合築は不可

することとする。 については、別途、府と協議することとする。

６ （３）施設整備全体に関する条件 （３）施設整備全体に関する条件
ア 外周道路等の整備について ア 外周道路等の整備について

(ｱ)外周道路等（別紙５参照） (ｱ)外周道路等（別紙５参照、なお参考として、整備面積等一覧を別

紙５－２に示す ）。

ウ 現府営住宅等の解体除却について ウ 現府営住宅等の解体除却について８

(ｲ)舞鶴市への返還部分の整備（対象範囲：別紙５及び８参照） (ｲ)舞鶴市への返還部分の整備（対象範囲：別紙５及び８参照）

・解体除却後は砂利敷 厚：６０㎜ にて整地を行うこと なお ・解体除却後は砂利敷（厚：６０㎜、砕石２５～４０㎜程度）にて（ ） 。 、

解体除却返還敷地①については、敷地南側の水路に架かる橋（３ 整地を行うこと。なお、解体除却返還敷地①については、敷地南
ヶ所）も併せて撤去すること。 側の水路に架かる橋（３ヶ所）も併せて撤去すること。

９ （４）府営住宅に関する条件 （４）府営住宅に関する条件

イ 附帯施設等 イ 附帯施設等

(ｱ)集会所 (ｱ)集会所

・別紙５に示す整備範囲Ｅについて、集会所を別棟として整備す ・別紙５に示す整備範囲Ｅについて、集会所を別棟として整備す

る場合のみ 第Ⅱ期エリアと同時期に整備することを可とする る場合等、第Ⅱ期エリアと同時期に整備することを可とする。、 。

１１ （５）付帯事業に関する条件 （５）付帯事業に関する条件

付帯事業として施設を設置する場合は、別途、府と協議すること 付帯事業として施設を設置する場合は、別途、府と協議すること

とする。 とする （なお、付帯事業にかかる部分へのインフラ等の引き込み。

は、特定事業にかかる部分と別引き込みとすること ）。

１４ ２ 維持管理業務に関わる要求水準 ２ 維持管理業務に関わる要求水準

（２）維持管理の各業務に関する条件 （２）維持管理の各業務に関する条件

ア 建築物及び建築設備保守管理業務 ア 建築物及び建築設備保守管理業務
(ｱ)建築物及び建築設備保守管理業務の範囲 (ｱ)建築物及び建築設備保守管理業務の範囲

ＰＦＩ事業者は、自らが整備したⅡ期、Ⅲ期エリアの各施設 ＰＦＩ事業者は、自らが整備したⅡ期、Ⅲ期エリアの各施設

に加え、別途整備されたⅠ期エリアの各施設について別紙１０ に加え、別途整備されたⅠ期エリアの各施設について別紙１０

： 修繕負担区分表」上、府負担となっている内容に係る以下 ： 修繕負担区分表」上、ＰＦＩ事業者負担となっている内容「 「

の業務を行うものとし、各施設の適正な保全及び質の向上を図 に係る以下の業務を行うものとし、各施設の適正な保全及び質

るものとする。 の向上を図るものとする。
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③ 計画修繕 ③ 計画修繕１５

経年等による部位部材の劣化及び機器の性能等の低下を 経年等による部位部材の劣化及び機器の性能等の低下を

考慮、ＰＦＩ事業者が予め定めた業務計画書に基づき、計 考慮し、ＰＦＩ事業者が予め定めた業務計画書に基づき、

画的に実施する修繕。 計画的に実施する修繕。

(ｲ)建築物及び建築設備保守管理業務の内容 (ｲ)建築物及び建築設備保守管理業務の内容１５

① 緊急修繕等 ① 緊急修繕等

ＰＦＩ事業者は安全確保等緊急を要するものに対して行 ＰＦＩ事業者は安全確保等緊急を要するものに対して行

う修繕あるいは設計段階で想定される台風、豪雨、降雪等 う修繕あるいは設計段階で想定される台風、豪雨、降雪等

の自然災害により発生した被害に対して早急に復旧する修 の自然災害により発生した被害に対して早急に復旧を要す

繕については府又は入居者からの連絡等を受けてから概ね る修繕については府又は入居者からの連絡等を受けてから

１時間以内に現地に赴き、適切な修繕を実施するものとす 概ね１時間以内に現地に赴き、適切な修繕を実施するもの
る。 とする。

（中略） （中略）

なお、緊急修繕の実施にあたっては当該修繕が「修繕負 なお、緊急修繕等の実施にあたっては当該修繕が別紙１

担区分表」において府負担となっている内容について実施 ０： 修繕負担区分表」においてＰＦＩ事業者負担となって「

すること。また 「修繕負担区分表」において府あるいは いる内容について実施すること。また、別紙１０： 修繕負、 「

入居者負担のいずれかの判断が困難な場合は速やかに府に 担区分表」においてＰＦＩ事業者あるいは入居者負担のい

。確認を行うこと。 ずれかの判断が困難な場合は速やかに府に確認を行うこと

「修繕負担区分表」において入居者負担となっている修 別紙１０： 修繕負担区分表」において入居者負担となっ「
繕について当該入居者との合意のもとに当該修繕を付帯事 ている修繕について当該入居者との合意のもとに当該修繕

業として実施することを妨げるものではない。 を付帯事業として実施することを妨げるものではない。

② 空家修繕 ② 空家修繕１５

ＰＦＩ事業者は府から入居者が退去する旨の連絡を受け ＰＦＩ事業者は府から入居者が退去する旨の連絡を受け

た場合は、府が実施する退去検査に立会い 「修繕負担区 た場合は、府が実施する退去検査に立会い、別紙１０： 修、 「

分表」により入居者負担と府負担の修繕範囲を確定する。 繕負担区分表」により入居者負担とＰＦＩ事業者負担の修

確定した内容については府及び入居者に書面で通知し、確 繕範囲を確定する。確定した内容については府及び入居者
認を得た後、府負担とされた修繕を遅滞なく実施する。 に書面で通知し、確認を得た後、ＰＦＩ事業者負担とされ

修繕の水準は「建築物及び建築設備保守管理に係る要求 た修繕を遅滞なく実施する。

水準」を満たすこととし、細部の仕様についてはＰＦＩ事 修繕の水準は別紙１１： 建築物及び建築設備保守管理に「

業者が予め定める業務仕様書によるものとする。 係る要求水準」を満たすこととし、細部の仕様については

なお、空家修繕の実施にあたっては当該修繕が「修繕負 ＰＦＩ事業者が予め定める業務仕様書によるものとする。

担区分表」において府負担となっている内容について実施 なお、空家修繕の実施にあたっては当該修繕が別紙１０

することし、設備機器等についても機能的な ： 修繕負担区分表」においてＰＦＩ事業者負担となって「

いる内容について実施することし、設備機器等についても
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面からの点検を実施の上、必要な箇所について更新・修繕 機能的な面からの点検を実施の上、必要な箇所について更１６

を実施すること。 新・修繕を実施すること。

新たな入居者が当該空家に入居後１ヶ月以内に修繕の実 新たな入居者が当該空家に入居後１ヶ月以内に修繕の実施

施あるいは修繕を実施しなかったことに起因する不具合が あるいは修繕を実施しなかったことに起因する不具合が生じ
生じた場合は、ＰＦＩ事業者の負担において修繕を実施す た場合は、ＰＦＩ事業者の負担において修繕を実施する。ま

る。また 「修繕負担区分表」において府あるいは入居者 た、別紙１０： 修繕負担区分表」においてＰＦＩ事業者ある、 「

負担のいずれかの判断が困難な場合は速やかに府に確認を いは入居者負担のいずれかの判断が困難な場合は速やかに府

行うこと。 に確認を行うこと。

「修繕負担区分表」において入居者負担となっている修繕 別紙１０： 修繕負担区分表」において入居者負担となって「

について当該入居者との合意のもとに当該修繕を付帯事業 いる修繕について当該入居者との合意のもとに当該修繕を付

として実施することを妨げるものではない。 帯事業として実施することを妨げるものではない。

③ 計画修繕 ③ 計画修繕１６

ＰＦＩ事業者は業務計画書に計画修繕の項目、内容、実 ＰＦＩ事業者は業務計画書に計画修繕の項目、内容、実施

施時期等の業務実施計画を定めて府に提出するものとする 時期等の業務実施計画を定めて府に提出するものとする。。

業務計画書は「建築物及び建築設備保守管理に係る要求 業務計画書は別紙１１： 建築物及び建築設備保守管理に係「

水準」を満たすよう維持管理を行う中で、経年などによる る要求水準」を満たすよう維持管理を行う中で、経年などに

劣化等により、施設の状態が要求水準を下回ることがない よる劣化等により、施設の状態が要求水準を下回ることがな

ように、適切に計画修繕の実施時期を定めるものとする。 いように、適切に計画修繕の実施時期を定めるものとする。

なお、細部の仕様については業務仕様書において定める なお、細部の仕様についてはＰＦＩ事業者が予め定める業
ものとする。 務仕様書によるものとする。

④ 保守、点検 ④ 保守、点検１６

ＰＦＩ事業者は以下に掲げる業務について別紙１２～１ ＰＦＩ事業者は以下に掲げる業務について別紙１２～１６

７の各業務仕様書を参考に業務計画書及び業務仕様書を定 の各業務仕様書を参考に業務計画書及び業務仕様書を定めて

めて府に提出するものとする。 府に提出するものとする。

（中略） （中略）

・給排水ポンプ保守点検業務 ・給排水ポンプ保守点検業務
別紙１６：給排水ポンプ保守点検業務仕様書 別紙１５：給排水ポンプ保守点検業務仕様書

・団地周辺テレビ共聴設備保守点検業務 ・団地周辺テレビ共聴設備保守点検業務

別紙１７：団地周辺テレビ共聴設備保守点検業務 別紙１６：団地周辺テレビ共聴設備保守点検業務仕

仕様書 様書
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イ 屋外付帯施設保守管理業務 イ 附帯施設等保守管理業務１６

(ｱ)屋外付帯施設保守管理業務の範囲 (ｱ)附帯施設等保守管理業務の範囲１７

ＰＦＩ事業者は、自らが整備したⅡ期、Ⅲ期エリアの屋外付帯 ＰＦＩ事業者は、自らが整備したⅡ期、Ⅲ期エリアの附帯施設

施設に加え、別途整備されたⅠ期エリアの屋外付帯施設につい 等に加え、別途整備されたⅠ期エリアの附帯施設等について別
て別紙１０： 修繕負担区分表」上、府負担となっている内容 紙１０： 修繕負担区分表」上、ＰＦＩ事業者負担となってい「 「

に係る業務を行うものとし、各施設の適正な保全及び質の向上 る内容に係る業務を行うものとし、各施設の適正な保全及び質

を図るものとする。 の向上を図るものとする。

(ｲ)屋外付帯施設保守管理業務の内容 (ｲ)附帯施設等保守管理業務の内容１７

ウ 修繕等に係る入居者対応業務 ウ 修繕等に係る入居者対応業務１７

(ｴ)業務報告書の作成 (ｴ)業務計画書及び報告書の作成
ＰＦＩ事業者は当該業務実施にあたっての業務仕様書を作成 ＰＦＩ事業者は当該業務実施にあたっての業務計画書を作成

し、業務計画、連絡体制等について府に提出すること。 し、業務計画、連絡体制等について府に提出すること。

また、入居者、近隣等からの苦情について、対応状況も含め また、入居者、近隣等からの苦情について、対応状況も含め

て府に定期的に報告すること。 てまとめ、業務報告書として府に定期的に報告すること。

エ 駐車場管理業務 エ 駐車場管理業務１７

ＰＦＩ事業者は入居者の優先利用及び駐車料金の設定に府が ＰＦＩ事業者は入居者の優先利用及び駐車料金の設定に府が１８

関与すること等を条件に付帯事業としてⅡ期、Ⅲ期エリアの入 関与すること等を条件にⅠからⅢ期エリア全ての駐車場の維持
居者用駐車場をＰＦＩ事業者の負担で整備し、ⅠからⅢ期エリ 管理を行うものとする。

ア全ての駐車場の維持管理を行うものとする。 また、ＰＦＩ事業者が駐車場に係る土地を使用するため、Ｐ

また、ＰＦＩ事業者が駐車場に係る土地を使用するため、Ｐ ＦＩ事業契約と別に府とＰＦＩ事業者の間で駐車場部分の土地

ＦＩ事業契約と別に府とＰＦＩ事業者の間で駐車場部分の土地 使用に係る貸付契約を締結することとし、ＰＦＩ事業者は駐車

使用に係る貸付契約を締結することとし、事業者は駐車場使用 場使用料を自らの収入とするかわりに、貸付契約に定められた

料を自らの収入とするかわりに、貸付契約に定められた土地の 土地の使用料を府に支払うものとする

使用料を府に支払うものとする なお、駐車場は入居者が優先使用出来ることとするが、空き

なお、駐車場は入居者が優先使用出来ることとするが、空区 区画又は住戸数分を超えてＰＦＩ事業者が独自に整備した部分
画又は戸数の９割を超えてＰＦＩ事業者が独自に整備した部分 については付帯事業の月極め駐車場として入居者以外の利用に

については月極め駐車場として入居者以外の利用に供すること 供することが出来る。

が出来る。 (ｱ)駐車場管理業務の範囲

(ｱ)駐車場整備及び管理業務の範囲

以下のとおりとする。

① ９４区画以上（Ⅱ期及びⅢ期エリア分）の駐車場整備

② 合計１３０区画以上の駐車場管理（Ⅰ期エリアに整備済

の３６区画を含む・具体的な業務内容は以下のとおり） 具体的な業務内容は以下のとおりとする。
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オ 維持管理業務の開始時期及び終期 オ 維持管理業務の開始時期及び終期１８

各維持管理業務の開始時期は以下のとおりとし、終期はいず 各維持管理業務の開始時期は以下のとおりとし、終期はいず

れも平成３９年度末とする。 れも平成３９年度末とする。

(ｱ)Ⅰ期エリア (ｱ)Ⅰ期エリア
平成１７年８月１日（ＰＦＩ事業契約締結日から平成１７年 平成１７年８月１日（ＰＦＩ事業契約締結日から平成１７年

７月３１日までは、準備・引継ぎ期間とする。 ７月３１日までは、準備・引継ぎ期間とする）

(ｲ)Ⅱ期エリア (ｲ)Ⅱ期エリア

平成１８年中（Ⅱ期エリアの工事完了後、府への施設の引渡 平成１８年中（Ⅱ期エリアの工事完了後、府への施設の引渡

しが行われた日） しが行われた日の翌日）

(ｳ)Ⅲ期エリア (ｳ)Ⅲ期エリア

平成１９年度中（Ⅲ期エリアの工事完了後、府への施設の引 平成１９年度中（Ⅲ期エリアの工事完了後、府への施設の引

渡しが行われた日） 渡しが行われた日の翌日）

１８ （４）業務の推進と府による業績監視 （４）業務の推進と府による業績監視

エ 業務報告の確認 エ 業務報告の確認１９

府は、ＰＦＩ事業者によって作成された業務仕様書の内容に 府は、ＰＦＩ事業者によって作成された業務報告書の内容に

ついて確認を行い、府が必要と判断した場合には、業務の実施 ついて確認を行い、府が必要と判断した場合には、業務の実施

に立会い、業務の実施内容が府の要求水準を満たしていない場 に立会い、業務の実施内容が府の要求水準を満たしていない場

合には、府は業務の改善を求めることができる。 合には、府は業務の実施内容について改善を求めることができ

る。

１９ ３ 要求水準の変更 ３ 要求水準の変更

府は、事業期間中に要求水準の見直しを行う場合がある。 府は、事業期間中に要求水準の見直しを行う場合がある。

要求水準の変更にかかる手続と、それに伴う事業者の対応の規定は 要求水準の変更にかかる手続と、それに伴うＰＦＩ事業者の対応の

以下のとおりとする。 規定は以下のとおりとする。

（１）要求水準の変更の手続き （１）要求水準の変更の手続き

府は、要求水準を見直し、その変更を行う場合がある。要求水 府は、要求水準を見直し、その変更を行う場合がある。要求水

準の見直しにあたっては、事前にＰＦＩ事業者に対し、理由と変 準の見直しにあたっては、事前にＰＦＩ事業者に対し、理由と変
、 、更の必要な箇所について通知し、府と事業者の協議により、要求 更の必要な箇所について通知し 府とＰＦＩ事業者の協議により

水準を変更するものとする。 要求水準を変更するものとする。

（中略） （中略）

（２）要求水準の変更に伴う契約変更 （２）要求水準の変更に伴う契約変更

府と事業者は、要求水準の変更に伴って、これに必要な契約変 府とＰＦＩ事業者は、要求水準の変更に伴って、これに必要な

更、サービスの対価の支払い額の変更、業績監視の方針等を協議 契約変更、サービスの対価の支払い額の変更、業績監視の方針等

し、変更が必要な場合に変更を行う。 を協議し、変更が必要な場合に変更を行う。
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別紙１ 配置計画 配置計画

〈削除〉（ ）建築 施設の配置 施設の配置

・配置計画にあたっては、周辺環境等に配慮し、電波障害や風害等によ ・ 削除〉〈

る影響を与えないよう対策を十分に講じると共に、府営住宅の管理の
し易さを確保しつつ周辺地域との交流に配慮すること。

・府営住宅等への人や車両の出入り等、動線処理についても周辺環境等 ・ 削除〉〈

に配慮すること。

・府営住宅は周辺環境と調和のとれた施設になるようにすること。 ・ 削除〉〈

一方で、プライバシーが確保されるような土地の利用、配置とするこ

と。

別紙３ 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき要求する性能 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき要求する性能

表示すべき事項 表示 表示すべき事項 説明する事項

１ 構造の安 １－１ 耐震等級 建築基準法により １ 構造の安 １－１ 耐震等級 建築基準法により

定に関す （構造躯体の倒壊等防止） 確保される水準 定に関す （構造躯体の倒壊等防止） 確保される水準

ること ること

１－２ 耐震等級 建築基準法により １－２ 耐震等級 建築基準法により

（構造躯体の損傷防止） 確保される水準 （構造躯体の損傷防止） 確保される水準

１－３ 耐風等級 建築基準法により １－３ 耐風等級 建築基準法により

（構造躯体の倒壊等防止及び 確保される水準 （構造躯体の倒壊等防止及び 確保される水準

損傷防止） 損傷防止）

１－５ 地盤又は杭の許容支持力等 地盤又は杭の許容

及びその設定方法 支持力等及びその

設定方法

１－６ 基礎の構造方法及び形式等 基礎の構造方法及

び形式等
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別紙３

６ 空気環境 ６－１ ホルムアルデヒド対策 等級４ ６ 空気環境 ６－１ ホルムアルデヒド対策 等級４

に関する （内装及び天井裏等） に関する （内装及び天井裏等）

こと こと
６－２ 全般換気対策 建築基準法により ６－２ 換気対策（居室の換気対策、 建築基準法により

確保される水準 局所換気対策） 確保される水準

６－３ 局所換気設備 建築基準法により ６－３ 室内空気中の化学物質の濃度 濃度の測定と測定

確保される水準 等 方法等

７ 光・視環 ７－１ 単純開口率 建築基準法により ７ 光・視環 ７－１ 単純開口率 単純開口率につい

境に関す 確保される水準 境に関す て、明示
ること ること

７－２ 方位別開口比 建築基準法により ７－２ 方位別開口比 方位別開口比につ

確保される水準 いて、明示

８ 音環境に ８－１ 重量床衝撃音対策 等級２または相当 ８ 音環境に ８－１ 重量床衝撃音対策 等級２

関するこ スラブ厚１５㎝以 関するこ

と 上 と

８－３ 透過損失等級 建築基準法により ８－３ 透過損失等級（界壁） 建築基準法により

確保される水準 確保される水準

８－４ 透過損失等級（外壁開口部） 等級２ ８－４ 透過損失等級（外壁開口部） 等級２
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修繕負担区分表 修繕負担区分表別紙10

１ 府営住宅及び共同施設の壁、床、柱、はり等の主要構造部、 １ 府営住宅及び共同施設の壁、床、柱、はり等の主要構造部、

給水施設、排水施設、電気施設等の附帯設備の重要な部分は 給水施設、排水施設、電気施設等の附帯設備の重要な部分は
府が修繕を行う。 府（ＰＦＩ事業者）が修繕を行う。

（別 表） （別 表）別紙10

修繕負担区分表 修繕負担区分表

１ 専用部分 １ 専用部分

負 担 区 分 負 担 区 分

項 目

種 別 状 況 施工方法 入居者 京都府 ＰＦＩ
項 目

事業者種 別 状 況 施工方法 入居者

Ｂ ａ

壁 左官仕上 １．台所の油汚れ、浴室 塗 装 ○ Ｂ ａ

の湿気等に夜汚れ 壁 左官仕上 １．台所の油汚れ、浴室 塗 装 ○

の湿気等による汚れ

２ 共用部分 ２ 共用部分別紙10

負 担 区 分 負 担 区 分

項 目

種 別 状 況 施工方法 入居者 京都府 ＰＦＩ項 目

事業者種 別 状 況 施工方法 入居者

退去時の修繕負担区分の取り扱い 退去時の修繕負担区分の取り扱い別紙10

入居中の負担区分に基づくことを原則とする。ただし、次の場合は例外 入居中の負担区分に基づくことを原則とする。ただし、次の場合は例外

的に府の負担とする。 的にＰＦＩ事業者の負担とする。
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イ 空家修繕（舞鶴市内の府営住宅における過去５年間の空家修繕の イ 空家修繕（舞鶴市内の府営住宅における過去５年間の空家修繕の別紙11

実績） 実績）参 考

中層耐火構造住宅の管理戸数に対する空家修繕の発生率及び修 中層耐火構造住宅の管理戸数に対する空家修繕の発生率及び修

繕金額 繕金額
・建設後５年以内（サンプル数２５９戸） ・建設後５年以内（サンプル数２５９戸）

空家発生率＝１.9％、修繕金額＝214千円／件 空家発生率＝１.9％／年、修繕金額＝214千円／件

・建設後６年以上２０年以内（サンプル数２２１戸） ・建設後６年以上２０年以内（サンプル数２２１戸）

空家発生率＝６.2％、修繕金額＝379千円／件 空家発生率＝６.2％／年、修繕金額＝379千円／件

駐車場管理業務仕様書 駐車場管理業務仕様書別紙17

、 （ 、「 」 。）ＰＦＩ事業者が、付帯事業として管理運営する府営住宅常団地（以下、 ＰＦＩ事業者が 管理運営する府営住宅常団地 以下 同団地 という
「同団地」という ）敷地内における自動車駐車場の管理を行うにあたっ 敷地内における自動車駐車場の管理を行うにあたっての基本的事項を以下。

ての基本的事項を以下のとおり定める。 のとおり定める。

なお、以下の内容は同団地入居者が使用する駐車場について適用するも なお、以下の内容は同団地入居者が使用する駐車場について適用するも

のとし、空区画又は戸数の９割を超えてＰＦＩ事業者が独自に整備した駐 のとし、空き区画又は住戸数分を超えてＰＦＩ事業者が独自に整備した駐

車場を月極め駐車場として入居者以外の利用に供する場合については、第 車場を付帯事業の月極め駐車場として入居者以外の利用に供する場合につ

２２から第２５を除き、この限りにない。 いては、第２２から第２５を除き、この限りにない。

別紙17 第１３条 使用料 第１３条 使用料
１ 駐車場使用料（以下 「使用料」という ）は、土地の使用料、施設 １ 駐車場使用料（以下 「使用料」という ）は、土地の使用料、施設、 。 、 。

補修費、管理事務費、空区画引当金、公課等の合計額の月割額を基準と 整備費及び補修費、管理事務費、空区画引当金、公課等の合計額の月割

して、近隣の駐車場料金等を考慮してＰＦＩ事業者が定めることが出来 額を基準として、近隣の駐車場料金等を考慮してＰＦＩ事業者が定める

る。 ことが出来る。


